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論文内容の要旨
本研究は，日本近代国家にわける統治機構の法的構造を明らかにすることを主たる目的とするもの
である。そのため，本研究は，次の二つの側面から，統治機構の法的構造を追究する方法をとった。
その第一は，日本官僚制の性格と機能を近代天皇制権力およびそれが展開する諸政策のなか=日本
近代国家の形成，発展の過程で位置づけつつ考察するという方法である o '従って，その考察には，統
治機構を組成している諸法令の有機的関連を検討することはもちろん，統治機構を通じて展開される
政策・法および機構の各パートの運営を担い，政策・法の立案，決定(制定)に参与し，それらの実
施を担当する人々，すなわち官僚をも分析の対象とした。
その第二は，統治機構を通じて展開される政策・法に対し，人々はどのような対応を示すのか。ま
たその対応の過程で，政策・法はどのようにして人々に浸透せしめられていくのかということを追求
する方法である。というのは，政策・法が人々に浸透せしめられていく過程を明らかにしてこそ，統
治機構の法的構造そのものの持つ現実的機能がより十全に明らかにされ 従って統治機構の法的構造
の動態的把握が可能となると考えられるからである。
以上のような視点から，本研究は第一論文において三新法体制期ことに明治 1 1 年三新法から明治
1 4 年の政変までを中心に，自由民権運動を中核とする反政府人民闘争を弾圧する権力装置の法的構
造の研究を行ない，日本近代国家権力の法的構造の諸持徴を分析しようと試みた。その理由は，次の
通りである。
周知のようにわが国における資本主義の発展は，国家権力の関与によって基礎づけられた口そのこ
とによってわが国の国家権力装置の構造，従ってその法的構造もまた特徴づけられる。ことに日本近
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代国家=資本主義国家が帝国主義列強の圧力下という国際環境において後進資本主義国家として特殊
な発達の仕方をしたことは，日本近代国家をつねに人民に対する苛酷な収奪による本源的蓄積の強行
によって必然的に惹起する人民闘争とつねに対決しなければならない弾圧国家として成立せしめたの
である。
このような特徴的性格を有する日本近代国家にわいて，その成立を担当した明治政権の基礎をゆるが
せた最初の重大な人民闘争は，いうまでもなく，自由民権運動を中核とする反政府人民闘争であった。
この闘争に対抗して構築された国家体制こそ，三新法体制にほかならない。そして，この体制の特
徴は明治 1 1 年三新法の公布，施行から明治 1 4 年の政変を中心とする時期にもっとも鮮明にあらわ
れたと考えられる。というのは，この時期こそ当時の明治政権にとって最大の危機であり，ことに明
治 1 4 年の北海道開拓使官有物挽下事件をめぐる自由民権運動の高揚は，政府当局者をしてフランス
革命前夜というほどに恐怖させ 必死に権力体制の建てなおしをはからせたからである。
従って，この時期の国家権力の法的構造の諸態様には弾圧国家としての日本近代国家の諸特徴，す
なわち，参謀本部の独立→統帥権の独立，内務官僚制を中核とする行政官僚制の優位，教育立法にお
ける勅令主義の慣行→治教権の独立等が，萌芽的な形態ではあれ見出され，それぞれの現実的定着化に
法制度上の契機が与えられているのである。
以下，第一論文の要旨をまず述べておこう。
第一論文は，上述したような視点から，三新法体制期の国家権力の法的構造をほぼ二つの時期に分
けて考察している。
第一は，三新法の制定から明治 1 4 年の政政変がおきるまでの時期であり，第二は，明治 1 4 年の
政変をめぐって官僚制改革が行なわれ，明治憲法体制構築のための「地固め」政策が展開される時期
である。
次に，第一の時期(第一論文，第一章)の考察の要約からはじめることとする。
一.明治政府は，そのいちおうの中央集権的統一，なかでも，いわゆる「大久保政権」の樹立以来
「富国強兵」政策を推進してきた。そして，秩禄処分，地租改正とともに，その政策の中軸であり，
基底的政策となったのは，ほかならぬ「殖産興業政策」であり，その担い手は明治初期官僚制であっ
た。
殖産興業政策を中軸に展開される明治初期官僚制の施策に対する人民の抵抗は農民一授として続発
し，それをふまえて士族以外に豪農層の指導する自由民権運動が生成してくる。それに照応して自由
民権法学も形成された。
このような自由民権運動とともに官僚制に対時していた勢力に不平士族があった。彼らは，明治10
年 (1877) 2 月， 西郷を押し立てて挙兵したが，約半年後には潰滅した。いわゆる西南戦争であ
るが，この戦争の終結によって明治政府に対する主な敵対者は自由民権運動となった。
政府は，このような新たな事態に対応して新たな政策を展開するため，その志向に沿った官僚制の
整備を要請されている。こういった要請にもとづいて，政府は明治10年には侍補の制度を設け，ついで
1 1 年 7 月には，三新法を公布するなどの対応体系の構築をはじめる。
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こうして構築された三新法体制は，いちおう公選議会の設置と町村の一定の自治性を容認しながら
も，府知事・県令など地方長官の行政権の優位を確保する一方で、は，地方長官に対する中央政府の指
揮，監督を強化し，かつ末端官僚として郡長を設けて，地方官僚制機構の整備，強化をはかり，自由
民権運動を中核とする反政府人民闘争に対応しようとしたものであった。
しかし一方，「有司専制J=í藩閥官僚の専制」に対する批判を糊塗することを主目的として設けられ
た侍補制度は，侍補グループが天皇親政運動をはじめたことによって，伊藤や政府官僚と侍補グルー
プとの対立を惹きおこした結果，廃止されるに至った。そして明治 1 3 年 (1880) 2 月には，参
議と卿の兼任から生ずる「有司専制」に対する批判を緩和するため，参議と卿の分任が行なわれた。
と同時に，この分任によって参議の各省(卿)に対する指揮，監督のみちが断たれることをさける制
度的措置として，同年 3 月には，太政官六部(法制・会計・軍事・内務・司法・外務)制がとられた。
この太政官六部において注目すべきことは，内務部主管参議の職務権限がとくに強大であった点で
ある。それは，内務部が殖産興業政策の建てなおしと自由民権運動対策のために，人民を統治し，弾
圧し，教化するという重要な行政を執行した諸官省を指揮，監督する役割を有していたからにほかな
らない。太政官六部制の採用によって内務官僚制も整備された。
政府は，このようにして地方・中央を通ずる官僚制機構を整備，強化するとともに，官僚制の自衛
手段=抑圧機関である軍隊，警察の諸制度の基礎を確立し，弾圧法の整備，強化，憲兵制度の創設を
行なった。
すなわち，自由民権運動を中核とする反政府人民闘争の弾圧策として，←)文官官僚に対する軍事官
僚優位→独裁への傾向による政治的危機の招来という危険を蔵しつつも，官僚制の抑圧機関たる軍隊
を強化する参謀本部の独立→統帥権の独立を行なったO 仁)と同時に，官僚制，なかでも文官官僚制は
弾圧法の整備，強化を行ないつつ，自己の「軍隊J たる警察の整備，強化をはかった。巳)そしてさら
に整備，強化された軍隊を監視し，かつ軍隊を警察の結節点、に位置して両者の機能を補完しつつ，そ
れらの連帯を維持，強化する役割を果たす憲兵制度をも創設したのである。
この諸点こそ，警察を掌握する内務省を中核とする行政官僚制の優位と，軍隊を掌握する参謀本部
→軍事官僚制優位の傾向という三新法体制期の官僚制の性格を規定したものであり，またそこにこそ，
この時期の官僚制の性格が特徴的に表明されていた，といわなければならなし」と同時にこの性格は，
その後の日本官僚制の性格を特徴づける点でも，とくに注目すべきものである。
政府は，抑圧機関の基礎を確立するとともに「体制維持イデオロギーの形成」のために教育制度の
整備にも着手した。
こうして三新法体制期には， 1 2 年教育令から 1 3 年改正教育令を経て，教育における中央集権的
官僚制支配が強化され 天皇制的精神指導を基軸とする人民教化政策が積極的に展開されたのである。
しかも明治 1 5 年 (1882) 2 月に出された天皇の「御内旨」は，教育に関する基本法規が法律形
式ではなく，詔勅ないし勅令として発布されるという慣行，いわゆる「教育立法にわける勅令主義の
慣行J が形成される契機ともなった。これは「統帥権の独立」に対応する「治教権の独立」とも称す
べきものである。
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上述してきたような政府側の対抗策の展開にもかかわらず，自由民権運動を中核とする反政府人民
闘争は，北海道開拓使官有物捕下事件を契機として，いっそうの高揚を示すに至った。それは，明治
十四年の政変をひきおこすなど，権力=官僚制に対し一定の打撃を与えた。
以上で第一の時期(第一論文・第一章)の考察の要約を終り，第二の時期(第一論文・第二章)の
考察の要約に移る。
二.明治 1 4 年の政変をめぐって権力=官僚制の側も，必死にその支配体制の建てなおしをはかつ
たO
すなわち，政府は明治 1 4 年の政変以前から既に農商務省を設置して，殖産興業政策の転換と支配
体制の再編，強化をはかっていたが，明治 1 4 年の政変によって大隈と大限系官僚を罷免するや直ち
に太政官制を改正し，参議と卿の分任制をも廃止して兼任制を復活し，明治 1 4 年 (1881) 10 月，
太政官中に強力な職務権限を持つ参事院を設置したのである。
この参事院は，太政官の中枢として諸政策の立案，調整，統合を行ない，政策の統一的な展開をは
かることにより，政策決定を主導すると同時に，権力諸機関(元老院その他の諸官省)に対する統制
および権力諸機関の職務権限-ーなかでも行政官(機関)と司法官(機関)の権限争い一一の調整な
どを行なって，権力内部の統ーをはかる役割を持つ，権力=官僚制の核心ともいうべき機関であった。
従って重要な諸政策はすべて実質的には参事院において決定されたといっても過言ではない。参事院
はその後，明治 1 7 年 (1884) 4 月の参事院職制章程の改定によって，いくらかその職務権限が
縮小されるとはいえ， 1 8 年 1 2 月の内閣制創設と同時に廃止されるまで，権力=官僚制の核心的位
置を占め，重要な機能を果たしたのである。
農商務声，参事院の設置とともに重要なのは，明治 1 4 年の政変をめぐって内務省が内政機関，抑
圧機関として整備，強化されたことである。
こうして内務省=内務官僚制は，政策決定過程において参事院の占めた位置を，いわば政策実施過
程において占めるに至る。内務省=内務官僚制は，参事院において実質上決定された重要な諸政策，
なかでも地方行財政政策を行政官僚制の中核として主導的に推進，実施していった。すなわち，内務
官僚制は，自己の軍隊たる警察を駆使して，軍隊，憲兵とともに，自由民権運動を中核とする反政府
人民闘争に対抗する弾圧の尖兵として機能しつつ，地方行財政政策を強力に推進していったのである。
さらに，明治 1 4 年の政変をめぐる官僚制改革のなかで重要なのは， 1 4 年 1 月に，諸省事務章程
通則が制定されたことと，同年10月に，太政官第一局，第二局が設置されたことである。前者は，諸
省の卿・補官の権限をはじめて統一的に規定して，各省卿の責任を明確化したものであり，各省卿
が職務上当然に天皇の「輔弼」者となることを事実として認めたものである。これは，やがて内閣制
度の創設によって，総理大臣の副署の規定とともに，より整備されて法制度として定着するのである。
後者は，改革，整備，強化された官僚制組織をよりスムーズに機能させるための制度的措置であった。
上述したようにして，改革，整備，強化されてきた官僚制組織をいっそう十全に機能させるために，
政府は明治 1 5 年 (1882) 7 月「行政官吏服務規律」を達して官紀の粛正をはかり，あわせて官
僚登傭制度の整備をはかった。
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こうして，明治 1 4 年の政変をめぐる支配体制の再編，強化によって整備，強化された権力=官僚制
は，自由民権運動を中核とする反政府人民闘争を潰滅しつつ，明治憲法体制構築のための「地固めJ
作業をすすめていったのである。
第二論文は，第一論文において分析したような統治機構の法的構造上の諸特徴を有する日本近代国家の政策
・法が人々に浸透せしめられていく過程の一端を，明治地方制度およびそれを通じて行なわれる地方
行財政政策，なかでも町村行財政政策の展開=日本近代国家の形成過程と(町)村規約の変遷との関
連の考察を通じて追究しようとするものである。というのは，政策・法が人々に浸透せしめられてい
く過程を追究する手がかりとして人々の生活ともっとも密接している地方制度およびそれを通じて行
なわれる地方行財政政策，なかでも町村行財政政策の展開過程と，国家の法令よりも，人々の住む町村
の生活，人々の生活を現実に第一次的に規律していると考えられる村規約の変遷との関連を検討する
ことが有効な方法といえるからである。従って，ここにいう村規約には，単にいわゆる村の規約類だ
けでなく町の規約類も含まれる。
このような考察の対象として，本研究では，兵庫県の現伊丹市域に属する町村の規約を選んだ。そ
して，まず前史的な考察として，徳川時代の領主権力・領主法と村規約との関連について検討し，そ
の検討をふまえて明治期の町村規約の考察を行なった。
以下，その要旨を述べておこう。
村規約は，本来，始源的=原型的には自治的なものとして成立したものである。このような村規約
は，徳Ul I幕藩体制下において，一般的には領主法化の過程をたどりながら明治維新を迎えた。徳川時代
における伊丹地方の村規約においても元禄・宝永ごろの村規約には自治的なものがみられ，それがし
だいに領主法化の過程をたどりながら明治維新を迎えた。
しかし幕末期の民衆の世直しへの胎動のなかでは， :Js~陰おどりをするために「かま留にして壱人
も農行(業んすることを禁ム農業する者があれば「益料」を徴収するという制裁を定めた「村方申
合J =村規約も成立していたのである。この村規約は一一おそらく不文のものであり，お陰おどりを
する期間だけという限定はあるが一一，百姓に身分不相応な華美な服装をすることを禁じ，ひととき
も休まずに農業に専念することを命じた農民収奪的な幕藩領主権力・領主法や領主法化された村規約
に抵抗する農民たちの生活と権利を守る闘いである世直しへの胎動のなかで，領主の権力的支配から
の自由・解放を求める村の自治・自治的な村規約が成立していたことを示すものであった。
かかる民衆の世直しへの胎動にみられたような農民のエネルギーは明治期にもうけつがれ，地租軽
減歎願運動などにおいてはーーその運動が行なわれている期間という，いちわうの限定はあるが一一ー
明治国家の統治機構である区制や改租機構=機関，すなわち，地租改正事務局(大蔵省租税寮改正局)・
県令一県租税課地租改正掛・区長・戸長・地租改正掛付属などを通じて強行された地租改正政策・地
租改正法に対抗して，自己の生活と権利を守るために，全村民が自治的に決定した村規約も成立した
のである。
しかし，兵庫県にわける三新法などの実施すなわち明治 1 2 年 (1879) 1 月，郡区町村編制法
の実施，周年 4 月の町村会規則および数町村連合会規則の公布， 1 3 年 4 月の区町村会法による町村
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会の開設，同年 6 月の連合町村戸長制， 1 4 年 7 月の連合町村戸長制と単独町村戸長制の併用， 1 6 
年 2 月の戸長官選制，同年 6 月の連合町村戸長制， 1 7 年 1 0 月の「明治十七年の改正J，明治 2 2 年
4 月の市制・町村制施行など，明治地方制度の展開にともなって兵庫県の町村統治の機構もまた整備，
強化されていった。
これにともない村の自治，自治的な村規約が成立する可能性と現実性を与える基盤である一定の共
同体性を有していた徳川時代伝来の相貌と構造を持つ村=f伝統的な村」が解体させられ，町村統治機
構のもとに適合的に編成替えされ組み入れられていった。この過程に照応して，伝統的な(町)村の
自治，自治的な村規約は滅び，国の政策・法が， しだいに町村住民に徹底するようになり，それとと
もに町村行財政もゆきわたっていくのである。
この経過はまた(町)村規約の国家法化の過程であった。この過程を市制・町村制施行前と施行以
後とに分けて比較すれば，市制・町村制施行前の村規約には，なお「伝統的な村J，伝統的な村規約と
遊離しきっていない点にその特徴がみられた。そしてこの過程のなかで市制・町村制施行以後は，新
村行財政を村(旧村=大字)民に浸透，徹底させることを主要目的のーっとする村(旧村=大字)規
約が新たに作成されたりするほか，国の行政を直接・間接に受けとめた郡(長) ・町村(長)などの
行政機関(権力)の勧奨，指示，命令等によって新(町)村規約・旧(町)村規約が作成され，同時
にまた国の行政を酎妾に受けとめた新町村有力者の手によって新町村規約づくりもすすめられる。また日
清・日露戦争を契機として，軍拡行政，戦時行政，戦争協力へと町村住民を動員する新町村規約づく
りもすすめられる。その過程で戦争協力を目ざす旧村規約もあらわれる。この旧村規約は，新(町)
村規約を支えるという役割をも果たした。そして，この全過程を通じて日本近代国家の天皇制権力の
ー支柱である新・旧町村有力者=地主層が，新・旧町村規約に依拠しながら一-a寺には国家→町村行
財政への彼らの協力とひきかえに一一自己の利益と新・旧町村支配を維持，強化，貫徹していったの
である。
かかる新・旧町村規約のなかには，一定の行政目的=国家の政策・法の実現のためには，一定程度，
国家法一一ことに人権を保障するような国家法一ーを軽視する傾向さえ有するものもあったのである。
そして，日本の町村統治(政策・法)は，このような事実の，国家機関(政府・府県・郡)→町村に
よる黙認→容認をよりどころに地域一般住民への浸透徹底がはかられていったのである。ここにま
た， 日本近代法におけるたてまえと現実との“ずれ"のあり方，日本近代法の階級的性格，日本近代
国家における町村統治のあり方，政策・法の人々への浸透のさせ方の特質も表明されているのである。
こうして新旧町村規約は，日本近代天皇制国家をその底辺において支える規範としての役割を果た
したのである。
しかし，支配権力に対抗して，生活と権利を守ろうとする村民たちの，村の自治・自治的な村規約
を支えていた精神や動きまで滅んだわけでは決してなかった。その精神は，地主などの村の有力者が，
町村統治機構のなかヘ組み込まれ，日本近代天皇制権力を支える重要な柱のーっとして支配者の側に
立ったとき，それに対立する小作人の規範へと 7 けつがれていった。こうして村に対立するこつの規
範一一地主の規約と小作人の規範一ーが生まれる。
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かつては，地租改正に際し，いちおう人民の側にあって，それに反対した地主層が，この段階では，
支配階級として被支配階級たる小作人に対決する規範をつくっているのである。
地主が，このように，はっきりと小作人と対決する規範をつくることができたのは，日本近代国家
の天皇制権力の支柱である地主階級として，町村統治機構の末端を担い，背後に国家権力の庇護を期
待できたからである。それはまた村をこえた地主組合の規約に発展する規範でもあった。
そして，このような小作人に対決する地主の規範は，地主による小作人支配，つまり支配階級によ
る被支配階級の支配・統治を保障するものであるから，統治機構の構成に関する法を末端において補
完する規範，その意味では，法規範に準ずるものということができょう。
従って，かかる地主の規範は，日本近代天皇制国家を，その底辺において支える新・旧町村規約を
補完する役割を果たしたのである。しかも，地主の規範と新・旧町村規約の両者は，互に依存，補充
し合うことによって，日本近代天皇制国家をその底辺において支える機能を遂行しえたのである。
それゆえ， このような地主の規範に対決するづイ乍人の規範のなかに私たちは，統治機構の構成に関する
法を末端において補完する地主の規範と新旧町村規約に直接対決しようとする人民の抵抗の意識と態
様をみることができるものと考えられるのである。
論文の審査結果の要旨
上記の者の提出論文「日本近代国家の形成と官僚制JJ(昭和 4 9 年弘文堂刊)ならびに「日本近代国
家の形成と村規約_j(昭和 5 0 年木鐸社刊)について審査した結果，前者においては，明治14年の政変
後農商務省，参事院等の設置とともに賢材博識が広く集められて官僚制が整備されていった過程が克
明に述べられており，また後者においては，明治21年の市制・町村制の実施とともに村規約が国家法
化してゆく過程が丹念に追求されており，共に我国学界に神益する極めて秀逸かっ貴重な研究である
と認められ，審査委員全員の一致した結論として，同人に法学博士の学位を授与するに充分な資格が
あるものと判定する。
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